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平成２７年度指導監査等の結果概要 

 

１ 社会福祉法人および社会福祉施設 

（１）社会福祉法人および社会福祉施設の指導監査 

「平成２７年度指導監査実施方針」の重点事項を中心に、指導監査を実施し、

改善を図りました。 

（平成２７年度指導監査実施方針の重点事項） 

① 適正な法人運営の確保  

② 会計処理の適正化 

③ 施設運営の適正化  

④ 適切な利用者援助の確保 

⑤ 安全対策の確保  

（２）実施状況 

指導監査の実施状況は、次のとおりです。 

①  社会福祉法人 

実 施 数 対 象 数 

３６法人 ８９法人 

   （注）対象数は、平成２７年度当初の法人数です。      

②  社会福祉施設 

区    分 実 施 数 対 象 数 

 

生活保護施設 

婦人保護施設 

児童福祉施設 

 

老人福祉施設 

障害者支援施設 

 

       

        ２ 

     ０ 

１５４ 

(うち保育所１４３) 

１０８ 

    １７ 

 

 

       ３ 

       １ 

４５４ 

(うち保育所４１８) 

４１５ 

４１ 

 

計      ２８１施設        ９１４施設 

     （注）対象数は、平成２７年度当初の施設数で、休止等の施設数は除きます。 
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（３）指摘状況 

指導監査による改善指摘状況は、次のとおりです。 

①  社会福祉法人関係 

指導監査を実施した３６法人のうち、３６法人に対し、２９０件の指摘を

行いました。内容は次のとおりです。 

   ア 組織運営に関するもの           １０５件（３６．２％） 

    ・ 理事長の職務代理者を指名していない。 

・ 定款の不備又は実態と乖離している。 

・ 理事会の議事録の記録および保存が不適切である。 

・ 役員等の選任に係る手続きが不適切、選任関係書類が未整備である。 

・ 役員報酬等の不適切な支給がある。 

   イ 事業に関するもの               １件（ ０．３％） 

    ・ 定款上の事業と実際行われている事業が不一致 

   ウ 管理に関するもの             １８４件（６３．５％） 

・ 運用財産等の管理が不十分である。 

・ 経理事務処理が不十分である。 

・ 経理規程が未整備又は実態と乖離している。 

・ 決算関係書類が不適切又は誤りがある。 

・ 諸帳簿の整備が不適切である。 

・ 入所者預り金の取扱いが不適切である。 

・ 寄附金の取扱いが不適切である。 

・ 資産総額等が未登記又は登記遅延がある。 

・ 苦情解決の仕組みが未整備又は不十分である。 

②  社会福祉施設関係 

指導監査を実施した２８１施設のうち、２６６施設に１，６３２件の指

摘を行いました。内容は次のとおりです。 

ア 適切な入所者処遇の確保に関するもの    ５１３件（３１．４％） 

・ 苦情処理の窓口が未設置であるなど、苦情解決の体制が整備されてい 

ない。 

・ 給食における必要な栄養所要量の確保が不十分である。 

・ 必要な医師・嘱託医の設置状況および必要な医学的管理の状況が不十  

 分である。 
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イ 施設運営の適正な実施の確保に関するもの １，１１９件（６８．６％） 

・ 直接処遇職員等配置基準に基づく必要な職員確保が不十分である。 

・ 給与規定等の各種規定の整備状況が不十分である。 

・ 職員への健康診断等健康管理の実施状況が不十分である。 

・ 消火・避難訓練が不十分である。 

 表１ 社会福祉法人の指摘項目および件数 

社会福祉法人 指  摘  項  目 指  摘  件 数 

 

 実施 

      ３６法人 

 

 指摘 

      ３６法人 

Ⅰ 組織運営       １０５（36.2％） 

 １定款変更等の状況 

 ２役員等の構成の状況 

 ３理事会の状況 

 ４評議員会の状況 

 ５監事監査の状況 

       ２５ 

       ４４ 

    ２８ 

     ７ 

        １ 

Ⅱ 事  業         １（0.3％） 

 １社会福祉事業の実施状況 

 ２公益事業の実施状況 

 ３収益事業の実施状況 

        １ 

        ０ 

        ０ 

Ⅲ 管  理       １８４（63.5％） 

 １人事管理の状況 

 ２資産管理の状況 

 ３会計処理の状況 

 ４その他 

        ７ 

       １７ 

      １３６ 

       ２４ 

計 －       ２９０（100.0％） 

 

 表２ 社会福祉施設の指摘項目および件数 

指摘項目 

 

社会 

福祉施設 

適切な入所者処遇の確保 
施設運営の 

適正な実施の確保 

計 処遇の充

実 

 

生活環境

の確保 

 

自立支援

援助 

その他 

運営体制

の確立 

 

職員確保、

処遇充実 

 

防災対策 

の取組 

その他 

生活保護施設 ３ ０ ０ １ ０ ３ ７ 

婦人保護施設 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

児童福祉施設 ３２９ ３２  ０ １４９ ３７７ １１３ １，０００ 

老人福祉施設 １１０ １９ ０ ２８３ ６９ ７０ ５５１ 

障害者支援施設 １８ ０ ２ １４ ５ ３５ ７４ 

計 

実施２８１施設 

指摘２６６施設 

４６０ 

28.2% 

５１ 

3.1％ 

２ 

0.1% 

４４７ 

27.4% 

４５１ 

27.6% 

２２１ 

13.5% 

１，６３２ 

100.0％ 

５１３（31.4%） １，１１９（68.6%） 

  （注）１ 児童福祉施設には、保育所および障害児施設を含みます。 

     ２ 小数点第 2 位以下四捨五入のため、合計が 100.0％にならない場合があります。 
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（４）確認監査 

指導監査において指摘した不適切事項については継続的な指導を行い、法人

に自主的な改善を求めています。 

平成２７年度は、７法人に対し確認監査を行い、改善状況を確認するととも

に、改善が不十分な場合は、改善ができない理由およびその原因を究明し、改

善に向けた指導を行いました。 

 

（５）特別監査 

法人運営等に重大な問題を有する法人や施設に随時特別監査を実施してい

ますが、平成２７年度は対象となる法人および施設はありませんでした。 

 

（６）市との連携について 

   平成２５年４月１日から社会福祉法人認可事務と法人指導監査の権限の一

部が市へ移譲されたため、市と合同で法人役員等に研修会を実施しました。 

また、市職員を対象に研修会を開催し、権限移譲された社会福祉法人認可事

務等が円滑に進むよう支援するとともに、指導監査時における指導事項の平準

化を図りました。 

○ 平成２７年５月１４日に開催した社会福祉法人役員および幹部職員研修会

を市と合同で実施しました。  

・対象法人 ３１６法人（平成２７年４月１日現在）中２７９法人が出席 

○ 市担当者会議（研修会）を開催し、新会計基準や指導監査調書について説

明するなど、法人の指導監査における指導事項の平準化を図りました。 

 開催日 出席者数 

第１回研修会 平成２７年 ４月２１日     ３１名 

第２回 〃  平成２７年 ４月２２日  １７名 

第３回 〃  平成２７年 ４月２８日  ３１名 

第４回 〃  平成２７年 ４月３０日  １８名 

○ 円滑な指導監査を実施するため、県庁において県・市連絡会議の部会や全

体会を開催しました。 

開催日 参加人数 

平成２７年４月２１日 １４市３１名（全体） 

平成２７年９月３０日  ５市 ７名（部会） 

平成２８年１月２９日  ５市 ７名（部会） 

平成２８年２月２５日 １３市２７名（全体） 
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（参考） 

     所轄庁ごとの社会福祉法人および社会福祉施設数 

所轄庁 
所轄社会福祉 

法人数 

所轄社会福祉 

施設数 

津市  ４２ ― 

四日市市  ３０ ― 

伊勢市  ２３ ― 

松阪市  ２６ ― 

桑名市  １７ ― 

鈴鹿市  ３１ ― 

名張市   ８ ― 

尾鷲市   ２ ― 

亀山市   ９ ― 

鳥羽市   ３ ― 

熊野市   ５ ― 

いなべ市   ９ ― 

志摩市   ３ ― 

伊賀市   ８ ― 

三重県  ９７ ９１４ 

愛知県   １ ― 

岐阜県   １ ― 

奈良県   １ ― 

和歌山県   １ ― 

国   １ ― 

計 ３１８  

（注）１ 社会福祉法人数は、平成２８年４月１日現在 

２ 社会福祉施設数は、平成２７年４月１日現在 

３ 国・他県・市の指導監督となる社会福祉法人が運営する社会福祉施設 

９１４施設の指導監査は、三重県が実施します。 
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２ 介護保険サービス事業所 

（１）介護保険サービス事業所の指導および監査 

「平成２７年度介護保険サービス事業者等指導・監査実施方針」において重

点項目を定め、介護保険施設・事業所の実地指導を実施するとともに、不適切

な介護保険サービスの提供や介護給付費請求の事務処理に誤りがあった施設

・事業所に対しては指導を行い、その改善を図りました。 

また、事業運営等について不正が疑われる事業所に対しては随時監査を実施

し、必要な場合は介護保険法に基づく改善勧告を行うとともに、行政処分が相

当とされた事業所については、長寿介護課に報告しました。 

なお、全ての介護保険サービス事業所に対して、地域別に集団指導（講習会）

を実施し、法令遵守等に関する指導を行いました。 

（平成２７年度指導・監査実施方針の重点項目） 

① 法令遵守の状況（人員・運営基準等に基づき運営され、適正な介護報酬の請

求が行われているか等）  

② サービスの質の確保・向上（個々の計画に沿ったサービスの提供、身体拘束

の原則禁止、利用者等への説明責任、苦情への対応等が適切に行われている

か等） 

③ 危機管理への取組（防災対策および災害時の消火並びに避難・通報体制の確保、

感染症の発生およびまん延の防止対策等が適切に行われているか等） 

④ 高齢者向け住宅を設置する法人が運営する居宅サービス事業所等の運営状

況（住宅におけるサービスと介護サービスが混同して行われ、虚偽のサービ

ス提供記録等により報酬を不正に請求していないか） 

⑤  居宅介護支援事業所の運営状況（アセスメント・モニタリングの実施、サー

ビス担当者会議の開催、利用者の同意等の要件を満たさない場合に減額して

報酬を請求しているか） 

⑥ 職員による虐待行為（身体的・心理的虐待、介護放棄を行っていないか、 

研修等の虐待防止の取組が行われているか） 

 

（２）実施状況 

指導および監査の実施状況は、次表のとおりです。 

対象５，４８３介護施設・事業所のうち、１８７介護施設・事業所に実地指

導を、１９事業所に随時監査を実施しました。 

また、集団指導（講習会）を４，９６９介護施設・事業所に対して実施し、

法制度の周知を図りました。 
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 表３ 指導の実施状況 

指導・監査の種類 実 施 数 対 象 数 

１ 集団指導 (延９日)      ４，９６９ ５，４８３ 

２ 実地指導 
（介護給付サービス事業） 
 訪問介護事業所 
 訪問入浴介護事業所 
 訪問看護事業所 
 訪問リハビリテーション事業所 
 居宅療養管理指導事業所 
 通所介護事業所 
 通所リハビリテーション事業所 
 短期入所生活介護事業所 
 短期入所療養介護事業所 
 特定施設入居者生活介護事業所 
 福祉用具貸与事業所  
 特定福祉用具販売事業所 
 居宅介護支援事業所 
 介護老人福祉施設 
 介護老人保健施設 
 介護療養型医療施設 

 
 
         ２０ 
           ０ 
           ０ 
           ２ 
           ０ 
      ３３ 
       ３ 
      １１ 
       ３ 
        ０ 
       １ 
       １ 
      ３０ 
      １１ 
       ３ 
       ０ 

 
 

５５０ 
３５ 

     １２９ 
１７ 
４３ 

８７０ 
５６ 

２０２ 
９１ 
５５ 

     １３８ 
     １３９ 

６６２ 
１４６ 
７４ 
２１ 

      小計        １１８ ３，２２８ 
（予防給付サービス事業） 
  訪問介護事業所 
 訪問入浴介護事業所 
 訪問看護事業所 
 訪問リハビリテーション事業所 
 居宅療養管理指導事業所 
 通所介護事業所 
 通所リハビリテーション事業所 
 短期入所生活介護事業所 
 短期入所療養介護事業所 
 特定施設入居者生活介護事業所 
 福祉用具貸与事業所 
 特定福祉用具販売事業所 

 
      １９ 
       ０ 
       ０ 
       ２ 
       ０ 
      ３２ 
       ３ 
       ８ 
       ３ 
        ０ 
       １ 
           １ 

 
５４１ 
３２ 

     １２５ 
１６ 
４３ 

８４３ 
５４ 

１８８ 
８９ 
４９ 

     １３７ 
     １３８ 

             小計          ６９ ２，２５５ 
            計      １８７ ５，４８３ 
３ 随時監査 
 訪問介護事業所 
 通所介護事業所 
 居宅介護支援 

 
４ 

       ６ 
１ 

       
      － 
      － 
      － 

            小計             １１       － 
 介護予防訪問介護事業所 
 介護予防通所介護事業所 

             ２ 

       ６ 
 

      － 
      － 
       

             小計             ８       － 

        計            １９       － 

（注）「対象数」は、平成２７年度当初の指定事業所数（事業実績のある「みなし事業

所」を含む）です。 
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（３）実地指導結果 

① 介護給付サービス事業分 

指導を実施した１１８介護施設・事業所のうち、１０６介護施設・事業所

に５７７件の改善指導を行いました。主な内容は次のとおりです。 

 

  ア 人員基準に関するもの             １６件（２．８％） 

・ 管理者の勤務状況が適切でない。 

・ 生活相談員としての配置が明確でない。 

・ 看護職員の員数について、単位ごとに、専ら通所介護の提供に当たる

看護職員が１以上確保されていない。 

  イ 運営基準に関するもの            ５１１件（８８．６％） 

・ 利用者の心身の状況等の把握が適切に行われていない。 

・ 個別ケア計画の作成にあたって、目標やサービス内容等を具体的に記

載していない。 

・ サービス担当者会議が適切に開催されていない。 

・ 雇用契約書等により事業所における従業者の勤務体制を明確にしてい

ない。 

・ 非常災害対策について、サービス提供時における非常災害発生時の安

全確保のために必要な行動手順、関係機関への通報および連絡体制等を

定めた具体的な計画の作成に努めること。 

・ 感染症予防や発生時の対応について、手順書の作成等、事業の実情に

応じた必要な措置を講ずること。 

・ 秘密保持について、従業者であった者が、正当な理由なく、その業務

上知り得た利用者等の秘密を漏らすことのないよう、必要な措置を講ず

ること。 

・ 重要事項説明書に記載する苦情相談窓口に市町担当課を記載すること。 

  ウ 介護給付費の算定に関するもの        ４１件（７．１％） 

・ 個別機能訓練加算について、取扱いが不適切である。 

・ 運営基準減算について、要件に該当するにもかかわらず行われていな

い。 

・ 中重度ケア体制加算の要件を満たしていない。 

・ 栄養マネジメント加算について、取扱いが不十分である。 
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② 予防給付サービス事業分 

指導を実施した６９介護事業所のうち、６２介護事業所に３３４件の改善

指示および指導を行いました。主な内容は次のとおりです。 

  ア 人員基準に関するもの             １１件（３．３％） 

・ 管理者の勤務状況が適切でない。 

・ 生活相談員としての配置が明確でない。 

・ 看護職員の員数について、単位ごとに、専ら通所介護の提供に当たる

看護職員が１以上確保されていない。 

  イ 運営基準に関するもの            ２９８件（８９．２％） 

・ 利用者の心身の状況等の把握が適切に行われていない。 

・ 個別ケア計画の作成にあたって、目標やサービス内容等を具体的に記

載していない。 

・ 雇用契約書等により事業所における従業者の勤務体制を明確にしてい

ない。 

・ 非常災害対策について、サービス提供時における非常災害発生時の安

全確保のために必要な行動手順、関係機関への通報および連絡体制等を

定めた具体的な計画の作成に努めること。 

・ 感染症予防や発生時の対応について、手順書の作成等、事業の実情に

応じた必要な措置を講ずること。 

・ 秘密保持について、従業者であった者が、正当な理由なく、その業務

上知り得た利用者等の秘密を漏らすことのないよう、必要な対策を講ず

ること。 

・ 重要事項説明書に記載する苦情相談窓口に市町担当課を記載すること。 

  ウ 介護給付費の算定に関するもの         １７件（５．１％） 

・ 人員欠如減算（看護職員未配置）の適用。 

・ 栄養ケアマネジメント加算について、取扱いが不十分である。 

 

なお、平成２７年度実地指導による介護報酬の過誤調整（自主返還）額

は、次のとおりです。 

事業所数 過誤調整額（円） 

１４ １，３７４，３２１ 

（注）過誤調整額は、平成２８年４月末までに確定した金額です。 
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表４ 介護給付サービス事業に係る指摘件数（実地指導分） 

指摘項目 

指定施設・事業所 

人員基準

関係 

運営基準

関係 

介護給付

費の算定 
その他 計 

訪問介護事業所 ３ １１５ ６ ２ １２６ 

訪問入浴介護事業所 － － － － － 

訪問看護事業所 － － － － － 

訪問リハビリテーション事業所 － ４ － － ４ 

居宅療養管理指導事業所 － － － － － 

通所介護事業所 ８ １６２ ９ ５ １８４ 

通所リハビリテーション事業所 － ５ － － ５ 

短期入所生活介護事業所 １ ３３ ５ １ ４０ 

短期入所療養介護事業所 － １５ ２ － １７ 

特定施設入居者生活介護事業所 － － － － － 

福祉用具貸与事業所 － ５ － － ５ 

特定福祉用具販売事業所 － ５ － － ５ 

居宅介護支援事業所 ３ １００ ６ １ １１０ 

介護老人福祉施設 １ ５０ ９ － ６０ 

介護老人保健施設 － １７ ４ － ２１ 

介護療養型医療施設 － － － － － 

計 

実施１１８施設・事業所 

指摘１０６施設・事業所 

 

１６ 

2.8% 

 

５１１ 

88.6% 

 

４１ 

7.1% 

 

９ 

1.6% 

 

５７７ 

100.0% 

  （注） 小数点第 2 位以下四捨五入のため、合計が 100.0％にならない場合があります。 

 

表５ 予防給付サービス事業に係る指摘件数（実地指導分） 

指摘項目 

指定施設・事業所 

人員基準

関係 

運営基準

関係 

給付費の

算定 
その他 計 

訪問介護事業所 ２ ９４ ３ ２ １０１ 

訪問入浴介護事業所 － － － － － 

訪問看護事業所 － － － － － 

訪問リハビリテーション事業所 － ３ － － ３ 

居宅療養管理指導事業所 － － － － － 

通所介護事業所 ８ １５１ ７ ５ １７１ 

通所リハビリテーション事業所 － ５ － － ５ 

短期入所生活介護事業所 １ ２０ ５ １ ２７ 

短期入所療養介護事業所 － １５ ２ － １７ 

特定施設入居者生活介護事業所 － － － － － 

福祉用具貸与事業所 － ５ － － ５ 

特定福祉用具販売事業所 － ５ － － ５ 

計 

実施 ６９施設・事業所 

指摘 ６２施設・事業所 

 

１１ 

3.3% 

 

２９８ 

89.2% 

 

１７ 

5.1% 

 

８ 

2.4% 

 

３３４ 

100.0% 

  （注） 小数点第 2 位以下四捨五入のため、合計が 100.0％にならない場合があります。 
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（４）監査結果 

事業運営に不正等が疑われた５事業者の１９介護事業所に監査を実施し、そ

のうち１１介護事業所に対して８０件の改善指導を行いました。 

このうち、５事業所に改善勧告を行いました。 

また、改善勧告および改善指導の主な内容は次のとおりです。 

（勧告事項） 

    ・ 管理者不在の状況を改善するため、管理者が常勤・専従の要件を満た

すよう、管理者業務に専念すること。 

・ 常勤かつ専従であるべき管理者および生活相談員、その他の従業者の

人員配置状況を確認するため、日常の出退勤の証拠となるタイムカード

の管理について、各自が責任を持ってタイムカードを管理すること。 

   （指導事項） 

・ 従業者について、雇用契約書において雇用契約期間が終了しているに

も関わらず、契約期間の更新がされていない事案や、雇用契約に記載さ

れた職種と勤務表との整合が取れていない事案が見られたので改める

こと。 

・ 事業者は、自らその提供する指定介護保険サービスの質の評価を行い、

常にその改善を図ること。 

 

また、監査の結果、行政処分が相当とされた１事業者２事業所に対し、下記

のとおり行政処分が行われ、当該事業所に介護報酬の返還を求めました。 

 

行政処分事業者一覧 

事業者名 事業種類 事業所名 処分日および内容 

三重介護支援センタ

ー株式会社 

通所介護 

機能訓練型デイサ

ービスデイウォー

クまつもと 

平成２８年３月２９日 

指定の全部効力停止１か月 

通所介護 

機能訓練型デイサ

ービスデイウォー

クあさけが丘 

平成２８年３月２９日 

指定の一部効力停止１か月 

 

行政処分等に伴う介護報酬返還額一覧 

種  別 事業所数 返還額（円） 

行政処分に伴う返還 ２ １０２，４１４ 

（注）返還額は、平成２８年４月末までに確定した金額です。 
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３ 障害福祉サービス事業所 

（１）障害福祉サービス事業所の実地指導および監査 

「平成２７年度障害福祉サービス事業者等指導・監査実施方針」に基づき、

障害福祉サービス事業所の実地指導を実施するとともに、不適切なサービスの

提供や支援費の請求があった事業所には指導を行い、改善を図りました。 

（２）実施状況 

１，４３６指定施設・事業所のうち４０施設・事業所に実地指導を、１事業

所に随時監査を実施しました。また、集団指導（講習会）を１，２９８施設・

事業所に対して実施し、法制度の周知を図りました。 

 表６ 実地指導等の実施状況 

指導・監査の種類 実 施 数 対 象 数 

１ 集団指導 １，２９８ １，４３６ 
２ 実地指導 
  居宅介護事業所 
  重度訪問介護事業所 
 同行援護事業所 
  行動援護事業所 
  短期入所事業所 
  重度障害者等包括支援事業所 
  療養介護事業所 
  生活介護事業所 
 自立訓練（機能訓練）事業所 
  自立訓練（生活訓練）事業所 
 就労移行支援事業所 
  就労継続支援（Ａ型）事業所 
 就労継続支援（Ｂ型）事業所 
 障害者支援施設 
  共同生活援助事業所（包括型） 
  共同生活援助事業所（外部型） 
 地域移行支援事業所 
 地域定着支援事業所 
 児童発達支援事業所 
 医療型児童発達支援事業所 
 放課後等デイサービス事業所 
 保育所等訪問支援事業所 
 福祉型障害児入所施設 
 医療型障害児入所施設 

 
  ８ 
  ５ 
  ４ 
  １ 
  １ 
  ０ 
  ０ 
  ２ 
  ０ 
  ０ 
  ２ 
  １ 
  ７ 
  ０ 
  ０ 
  ０ 
  ０ 
  ０ 
  ３ 
  ０ 
  ６ 
  ０ 
  ０ 
  ０ 

 
２８９ 
２１０ 
１０８ 
１２ 
７２ 
 ０ 
 ５ 

１５１ 
  １ 
１１ 
２５ 
６２ 

１８２ 
４１ 
８９ 
７ 

２９ 
２７ 
３６ 
 ０ 
６５ 
 ５ 
 ４ 
 ５ 

計 ４０ １，４３６ 
３ 随時監査 
 生活介護 
  

 
             １ 
              

 
   － 
    

計        １    － 

（注）「対象数」は、平成２７年度当初の指定事業所数です。 
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（３）実地指導結果 

実地指導を実施した４０施設・事業所のうち、３０施設・事業所に２１０件

の指摘を行いました。 

主な内容は次のとおりです。 

  ア 人員に関する基準に関するもの          ６件（２．９％） 

・ 従業員の員数が基準を満たしていない。 

・ サービス管理責任者が基準を満たしていない。 

  イ 運営に関する基準に関するもの        １８７件（８９．０％） 

・ 内容および手続きの説明、同意が適切に行われていない。 

・ サービス提供の記録が不十分である。 

・ 計画の作成が適切でない。 

・ 勤務体制が明確でない。 

・ 非常災害対策が不十分である。 

・ 秘密保持のための必要な措置を講じていない。 

・ 苦情処理の対応が不十分である。 

  ウ 介護給付費等の算定に関するもの        １５件（７．１％） 

・ 計画未作成減算を行っていない。 

・ 欠席時対応加算の対応内容が不十分である。 

・ 定員超過利用減算を行っていない。 

 

なお、平成２７年度実地指導による介護給付費等の過誤調整（自主返還）

額は、次のとおりです。 

事業所数 過誤調整額（円） 

９ ９２９，２１３ 

（注）過誤調整額は、平成２８年４月末までに確定した金額です。 
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  表７  障害福祉サービス事業に係る指摘件数（実地指導分） 

指摘項目 
指定施設・事業所 

人員基準
関係 

運営基準
関係 

給付費等
の算定 

その他 計 

居宅介護事業所 １ ３５ １ － ３７ 

重度訪問介護事業所 － ８ － － ８ 

同行援護事業所 － １２ － － １２ 

短期入所事業所 － １ － － １ 

生活介護事業所 － １２ － － １２ 

自立訓練（生活訓練）事業所 － － － － － 

就労移行支援事業所 １ ９ － － １０ 

就労継続支援（Ａ型）事業所 － １２ ３ － １５ 

就労継続支援（Ｂ型）事業所 ３ ５５ ５ ２ ６５ 

障害者支援施設 － － － － － 

共同生活援助事業所（包括型） － － － － － 

共同生活援助事業所（外部型） － － － － － 

地域移行支援事業所 － － － － － 

地域定着支援事業所 － － － － － 

児童発達支援事業所 － ６ ２ － ８ 

放課後等デイサービス事業所 １ ３７ ４ － ４２ 

福祉型障害児入所施設 － － － － － 

計 
実施 ４０施設・事業所 
指摘 ３０施設・事業所 

 
６ 

2.9% 

 
１８７ 
89.0% 

 
１５ 
7.1% 

 
２ 

1.0% 

 
２１０ 
100.0% 

  （注） 小数点第 2 位以下四捨五入のため、合計が 100.0％にならない場合があります。 

 

（４）随時監査結果 

事業運営に不正等が疑われた１事業者の１事業所に随時監査を実施し、当該

事業所に対して改善勧告及び３件の改善指導を行いました。 

また、改善勧告および改善指導の主な内容は次のとおりです。 

（勧告事項） 

    ・ 障害者に対する虐待防止について、法に規定される趣旨を真摯に受け

止め、利用者の家族や第三者委員会等の外部委員を入れた虐待防止委員

会を設置するなど、積極的な再発防止に向けた措置を講じること。 

（指導事項） 

・ 生活介護計画の作成等について、当該計画を作成していない時期が見

受けられるため、生活介護計画に係る一連の業務も含め、法令がサービ

ス管理責任者に求める事項を適切に行うこと。 

 

なお、当該改善勧告による介護給付費等の返還はありませんでしたが、次

のとおり過誤調整（自主返還）額を指導しました。 

事業所数 過誤調整額（円） 

１ ４，８００，１２４ 

（注）過誤調整額は、平成２８年４月末までに確定した金額です。 
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４ 行政監査  

（１）福祉事務所、市町等の監査 

社会福祉法、児童福祉法および「平成２７年度福祉行政指導監査実施方針」

により、児童・高齢者・障がい者等の福祉行政について行政監査を実施し、改

善を図りました。 

 

（２）実施状況 

区    分 実 施 数 対 象 数 

県福祉事務所   ０      ４ 

児 童 相 談 所    ０      ５ 

市町福祉行政  ９ ２９ 

 

（３）指摘事項 

① 県福祉事務所 

１福祉事務所について確認監査を実施しました。 

② 児童相談所 

   １児童相談所について確認監査を実施しました。 

③ 市町福祉行政 

監査を実施した９町のうち、４町に４件の指摘を行いました。内容は 

次のとおりです。 

ⅰ 児童福祉行政事務処理体制の状況       ４件（１００．０％） 

 ⅱ 要保護児童等の把握             ０件（０％） 

ⅲ 保育の実施事務処理状況           ０件（０％） 

ⅳ 保育所運営費の事務処理状況         ０件（０％） 

ⅴ 入所施設措置費等の事務処理の状況      ０件（０％） 

 

    

 表８ 市町行政監査の指摘項目および件数 

指摘項目 

市 町 

事務処理体

制の状況 

要保護児童

等の把握 

保育の実施

事務処理 

保育所運営

費の事務 
その他 計 

実施９町 

(指摘４町) 

４ 

100.0％ 

０ 

0％ 

０ 

0％ 

０ 

0％ 

０ 

0％ 

４ 

100.0％ 
 
 （注） 小数点第 2 位以下四捨五入のため、合計が 100.0％にならない場合があります。 
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５ 移行公益法人等立入検査 

（１）移行公益法人の検査 

健康福祉部が所管する２社団法人および５財団法人の検査を実施しました。 

 

（２）実施状況 

区 分 実施数 対象数 

移行公益法人※１ 

公益社団法人 

公益財団法人 

移行一般法人※２ 

  一般社団法人 

  一般財団法人 

   ７ 

   ２ 

   ５ 

   － 

   － 

   － 

   ２５ 

   １３ 

   １２ 

   ４１ 

   ３１ 

   １０ 

    計    ７法人    ６６法人 

  （注）「対象数」は 27 年度当初の健康福祉部所管法人です。 

  （※１）新制度の公益社団法人および公益財団法人です。 

  （※２）特例民法法人から移行の認可を受けて一般社団法人又は一般財団法人となり、 

      公益目的支出計画を実施中である法人です。 

 

（３）指摘事項 

   検査を実施した移行公益法人７法人のうち、５法人（２社団法人、３財団法

人）に８件の指摘を行いました。 

  ア 公益認定基準遵守および変更認定申請の状況    ２件（２５．０％） 

   ・公益事業において収支相償を達成すること。 

    ・公益事業の財源について、補助金から委託費へ変更されているので、整理 

のうえ変更届を提出すること。 

 

  イ 法人の組織および内部統治（ガバナンス）の状況  ５件（６２．５％） 

・資産取得資産について、理事会において議決すること。 

・決算にかかる評議員会について、理事会後２週間以上の間をあけること。 

・役員選任の際、欠格事項に該当しない旨の申立書を徴すること。 

・役員名簿について、最新の名簿を備え付けること。 

 

  ウ 会計事務の状況                 １件（１２．５％） 

   ・寄付金について、規程に基づき一般又は特定を明確に区別すること。 

 

  エ 定期報告書類および届出の状況          ０件（０．０％）  

 ・該当なし 
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６ その他 

（１）社会福祉法人役員および幹部職員研修会 

社会福祉法人、社会福祉施設の役職員の資質向上等を図ることを目的に、

次の研修（指導）を実施しました。 

     (注)対象法人数は、平成２７年４月１日現在。 

 

研修会名 日数 対象法人 参加法人数 参加率 

社会福祉法人役員 

および幹部職員研修会 
１ ３１６ ２７９ ８８.３％ 


